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ま え が き

熊本県内における平成24年中の労働災害の被災者数は、休業4日以上が

全産業で1,679人で、前年比 115人減少しました。平成22年 (1,773人 )、

23年 (1,794人)と連続して増加していましたが、平成24年は過去最少

を記録しました。一方、死亡者数は前年比7人増加して22人となりました。

休業4日以上の死傷者が前年より増加した業種としては、建設業+22人 (70

%増)が目立っていますが、近年、第三次産業における労働災害の発生害」

合が年々高くなっています。

死亡災害については、業種別では建設業7人、運輸交通業4人、商業3人、

製造業・林業で各 2人、金融広告業・保健衛生業・接客娯楽業・その他で

各 1人となつており、また、事故の型別で見ますと、墜落・転落災害 (5人 )

と交通事故 (5人)が業種を問わず発生しています。

熊本労働局におきましては、平成25年度を初年度とする「第 12次労働

災害防止計画 (5カ 年)」 で、死傷者数及び死亡者数の 15%以上の減少を

目標に「危険性又は有害性等の調査等」 (リ スクアセスメント)の実施率の

向上を推進しています。当局の調査結果によれば、管内事業場におけるリ

スクアセスメントの導入は着実に進んでおり、今後の安全衛生水準の向上

に期待しているところです。

各事業場におかれましては、リスクアセスメン トの実施を含め、安全衛

生管理体制を改めて点検し、年間計画の作成、実施、評価、改善のサイク

ルによって安全衛生管理を進め、さらに安全衛生水準の向上を図つていた

だきますようお願いします。

この冊子は、休業 4日以上の労働災害を発生させた事業場から県内各労

働基準監督署に提出された「労働者死傷病報告」 (休業 1日 から3日を除く)

を集計分析し、県内の事業者や安全衛生担当者の活動に資するために作成

したものです。

熊本県内の労働災害の防止のために、本書が広く活用されることを切望

します。

平成25年5月

熊本労働局 労働基準部 健康安全課
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]:業種別年別災害発生状況
(労働者死傷病報告 )
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分1労働災害の推移 (体業4日以上・死亡)

労働災害 (体業4日以上)の推移

労働災害 (死亡)の推移

(労働者死傷病報告)

(労働者死傷病報告)

爾難鱗鸞難 :醸 :

機
畿
雛

郷
矧

籐

簸
繭
奪

::::11:::`:||

|:::::,I:::11

1欝

難

奪

獲

肇

驚

警
議6雛

:::::::::::11:::11:::::

鰤Ⅷ｛』

一一一一一一一一一一鮮

一， 一一一一一一一一

な
筵

一一一一一一ヽ
一， 奇機 脚Ⅷ卒晰

糠
饉

諄
輩 合副

暇
一獲
一

霧
難
一苺

製造業 791

鉱業 21 1[ 10 10 ll 13 8 8 10 8

建設業

運輸交通業

貨物取扱業 8 2 10 I 6 9 8 l, 9 7 6 4 4 6 11 31

農林業 Ⅸ 81

畜産水産業 81 1 5 41

商業 24

金融広告業 37 24 17 21 11 & 27 19 2

接客娯楽業 |ス 14 14 1シ

その他 21

合 計

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

．一一一一一一一一一一一
一一一一一一
一一一一一一一

難
畷
難

1繭|
|:|:|::::::11 漑 ie準 :

合計

・一一一一一一一一一」 郷
錆

:1:醸

議
濾
難

一〓
〓
左 硼
調

鷲
購
〓

一一一一一一撃

一一

難
眸
〓

脚Ⅷ卒鰤
1'嗜節 審

一
■

製造業 5 3 4 3 4 5 5 6 2 1 3 2 4 4 5 4 5 2 2 1

土砂採取業 1 1 0 2 4 1 1 2 0 1 0 1 0 0 0 1 1 l 0 0 0

建設業 17 ][ 12 l 9 3 7 8 5 6 6 8 7

運輸貨物業 3 3 5 4 7 3 4 4 6 4 4 2 7 2 3 2 4

林業 2 7 2 3 3 1 2 2 0 1 l 0 0 2 4 2 1 1 2 2 8

商業 3 4 6 1 3 2 3 3 1 3 3 3 1 2 1 3 3

その他 1 9 7 3 7 3 3 3 5 3 4 6 4 6 2 2 4

合 計 31 1

-2-



1休業4日以上

1,200

1,000

800

600

400

200

0

|
|

全
産
業

製
造
　
建
設
　
運
輸

（人
）

P2,190

758 -――――――――― ― ― …

1741 17731,794
l.6

206  7ヮ
5

5年  6年  7年  8年  9年  10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年

― 合 計 く卜 製造業 ≒‐ 建設業  J卜 運輸交通業

雄死亡災害

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

彙 74  251 2)

(人 )

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0
5年  6年  7年  8年  9年  10年  11年 12年 13年 14年  15年  16年

― 合 計 ―← 製造業 一 建設業

17年  18年 19年 20年  21年 22年 23年 24年

一トー運輸交通業

-3-



5 死亡災害発生状況

番号

1 1

その他の

建設業
交通事故 乗用車

県外から熊本県内の建設現場に行くため高速道路を移動中、

走行車両が横転し、道路側面のコンクリート法面に激突したもの。

2 2
道路貨物

運送業
交通事故 トラック

県外の国道を走行中、雪のためトラックが滑り、車線中央を塞

ぐように停車した。タイヤチエーン装着のため降車してトラック

横にいた際に反対車線を走行してきたトラックが衝突し、その衝

撃で車体に軟かねたもの。

3 2
衣服

製造業

はさまれ、

巻き込まれ

射出

成形機

古着の選別作業時に、梱包機械 (上型と下型の間に衣類等を

入れ、圧縮、成形するもの)により、古着と上型の間に挟まれたも

の。

4 2
土木

工事業

墜落

転落
トラック

トラックの助手席倶」から車内に置いていた弁当を取る際に、ス

テップから足を滑らせ墜落したもの。

5 4 その他 その他 起因物なし

過重労働により、出張先の宿泊施設で就寝中に死亡したもの。

6 4
道路貨物

運送業
交通事故 トラック

県外の県道をトラックで走行中、交差点で信号待ちをしていた

大型トレーラーに追突したもの。

7 5 窯 業
墜落

転 落

屋根、はり

もや、けた

合掌

自社敷地内の雑木を被災者がチェーンソーで伐lElしたところ、

当該伐任1木が隣接する建物に寄り掛つて止まつたため、被災者

が当該建物の屋根に上り、寄り掛つた伐倒木を両手で揺すつてしヽ

たところ、誤つて約5メートルの高さから墜落したもの。

8 フ 保健衛生業 檄
・朧

地山、岩石

集中豪雨に伴い事業主より早出出勤を命じらねた被災者が、

自家用車で出勤中に土石流に巻き込まれたもの。

9 7 商業 その他 起因物なし

業務中にめまいを発症し、自ら自動車を運転して帰宅したが、

同日夜に自宅で倒れ、くも膜下出IIElにより死亡したもの。

10 8
その他の

建設業

高温 低温

の物との

接触

高温 低温

環境

住宅の太陽光発電パネルの設置工事において足場用の資材

をトラックから降ろしている最中に倒れ、死亡したもの。被災者

が倒れた午前1]時頃の気温 湿度は現場に最も近しヽ気象台の観

測点で気温344度、湿度43%であつた。

9
その他の

建設業

崩壊

lEl壊
機械装置

機械装置 (縦約150cm、 横約60cm、 重量約680kg)を台車2

台に乗せて、労働者2名にて撤去作業を行なつていたところ、当

該装置が被災者側にlElれ 、突起部分が胸に刺さつたもの。

12 9 林 業 激突され 立木等

チェーンソーにて、全長 169メートル、直径30センチメートル

のシイの本の伐lEl作業を行つていたところ、追い国から41メ ー

トルの高さまで縦に裂け折れ、被災者の頭部に激突したもの。

13 9 木造建築業
墜 落

転 落

屋根、|より

もや、けた

合掌

木造2階建て新築工事において、2階の梁を取り付ける作業で、

梁の上を掛矢を持つて移動していたところ、バランスを崩し、高

さ358メートルの梁から墜落したもの。

14 9 商 業
壊

壊

］朋

倒

フォーク

リフト

ボード(1枚約 18kg、 50枚梱包)をフォークリフトにてトラック

から降ろす作業をしていたところ、ボードを留めていたPPバン

ドが外ね、崩れたボードが対面にいた被災者に激突したもの。
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番号一褥
一

鷺襲鶴鷲‡贔|購艤 鷺 灘醸濠簸議鶴艤覇鷺議鶴難:鶴難
一一一一一一一一一〓一一一〓

一一一一一一一一一一一一一一一一

一一一一一一， 一一一一一一一一一一
燿難麒

難

15 9
接客

娯楽業
その他 起因物なし

事業場内で頭痛を訴えた後、意識不明となつたため、救急車
で病院に搬送されたが、くも膜下出血で3日後に死亡したもの。

16 10
土木

工事業

墜 落

転 落
地山、岩石

砂防ダム建設工事において、法面の小段でブレーカーを運転
していた際、車両もろとも約24メートル下に転落し、車両の下敷
きになり死亡したもの。

17 10 林業
墜 落

転 落
地山、岩石

45度から50度の傾斜地で、杉の木に鹿被害防止用の枝条被
覆をする作業をしていた際、足を滑らせて傾斜地に沿つて墜落
したもの。

墜落高さは垂直にして約30mであった。

18 10
金融

広告業
その他 起因物なし

業務により精神疾患を発症し死亡したものについて、業務上
災害と認定したもの。

19 11 商 業 交通事故 乗用車

本社への送金のため徒歩で銀行へ行つた帰りに、信号機の無
い交差点で発生した乗用車と軽乗用車の交通事故に巻き込まれ、
横転した軽乗用車の下敷きとなつたもの。

20 11
土木

工事業

はさまれ、

巻き込まれ

整地・運搬・

積込用機械

土砂置場で、ダンプカーの運転手である被災者が、同僚の労
働者が運転するドラグショベルに軟/DNれたもの。

21 12
道路貨物

運送業
分類不能 分類不能

県外のパーキングエリアの駐車中の車内で、脳挫傷等により
死亡してしヽるのが発見されたもの。

22 12
道路貨物

運送業
交通事故 トラック

県外の国道をトラックで走行中、大型トレーラーと正面衝突し
たもの。

-5-



難曖別茫亡葵書の推移

30

45

40

35

25

15

10

□その他
国商業
□林業
隕運輸貨物業
□ 建設業

鰈 土砂採取業

国 製造業

眸

初

鉾

Ｄ

昨

劉

薄

劉

鉾

劉

年

Ｄ

符

Ю

鉾
鋤

13年

(27)

21年  22年  23年  24年

(21)(22)(15)(22)

事故の製胃J死亡災害の推移

□その他
回転倒
□感電
隕飛来 落下
□交通事故
隕激突され
日回はさまれ巻き込まれ
□崩壊 倒壊
吻墜落 転落

15

10

省

ａ

鉾

旧

鉾

ａ

年

Ｄ

眸

初

鉾

Ｄ

跡

劉

藤

劉

眸

劉

年

Ｄ

省

０

鮮
鋤

11年  12年  13年

(31)(35)(27)
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業種別推移

□ 20年

■ 21年

圃 22年

国 23年
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9 署Ell業種Bll発生状況

漑
鶴

一簸摯難
難灘摯議

饉
隧
鷺

:1111111:

:濃菫
薔II奪 ::::

一濃Ｒ

一

蝙
贖

撥
轟
難

一蒻
雛
懲
一警
織
濃

死 亡 l 0 2
つ
こ 0 0 0 3 1 0 0 0 0 | 0 0 1 11

体業 ]44 3
９
」

つ
」 10] 1 20 4 140

９

」 0 13 5 81 6] 51 1 55 823

計 145 3 124 103 1 20 4 143 22 0 13 5 81 62 5] 1 56 834

織
一驚
畿
鶯
一一機

死亡 0 0
９

Ｌ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

休業 28 1 36 ]2 | ]3 1 26 0 0 2 0
９

Ｌ

（
フ
」 5 4 0 8 159

計 28 | 38 つ
こ 1 13 1 26 0 0 2 0 つ

こ
つ
」 5 4 0 8 ]61

議爾
は
難
一

死 亡 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ]

体業 39 1 19
つ
こ 0 6 7 16 ] 0 0

９

」 ]6 5 1 0 4 129

計 39 ] 19 13 0 6 7 16 ] 0 0 2 ]6 5 ] O 4 130

難
機
彗難驚
彗

死亡 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

体 業 10 0 30 4 0 28 5 8 0 0 1 0 5 3 3 0 0 97

計 ]0 0 30 4 0 30 5 8 0 0 1 0 5 3 3 0 0 99

一轟
撫
一量
一灘
一轟

死 亡 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

休 業
つ
」

９
」 0

つ
こ 5 0 8 7 10 0 0 1 0 14 4 5 0 4 92

計
９
」

９
」 0 12 5 0 8 7 10 0 0 1 0 14 4 5 0 4 つ

こ
０
∪

死 亡 | 0 3 ] 0 0 0 0 0 0 0 0 | 0 0 0 0 6

休業 9Zl 3 47 37 0 14 7 37 6 0 8 2 30 55 10 0 7 357

計 95 3 50 38 0 14 7 37 6 0 8
９

Ｌ 3] 55 10 0 7 363

鶴
饉
難筵
難

死亡 2 0 7 4 0
つ
こ 0 3 1 0 0 0 l ] 0 0 1

つ
こ

の
こ

休業 337 8 266 フ
／ 2 89 31 237 28 0 25 9 ]68 ]33 74 | 78 1,657

計 339 8 273 175 2 91 31 240 29 0 25 9 169 134 74 1 79 1,679
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10 署別発生状況

(363人 )

災害合計

1,679人

(92人 )

59る

(99人 )

69る

■ 算日本署

Elノ 代ヽ署

□ 玉名署

吻 人吉署

□ 天草署

隕 菊池署

(130人 )

89る

(834人 )

50%
(161人 )

996

]] 事業場規模別発生状況
(95人 )

69る

(203人 )

12つる

(442人)

26%

(219人)

139る

■ ～9人

□ 10人～29人

日 30人～49人

m50人～99人

□ 100人～299人

鰈 300人～

(220人 )

]396

(500人)

30%

災害合計

1,679人

(267人 )

160/0

～ 19歳

20-29歳
30^ン39歳

40～49歳

50～ 59歳

60歳～

■

国

□

囃

□

隕

(485人 )

29%
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]3 事故の型別発生状況 (全産業 0製造業 0建設業)

その他 55人 3%

全産業計

1,679人

事故の型別労働災害発生状況(全産業)

交通事故 (道路)

]24人

79る

高温・低温物
との接触
45人

396

激突され

84人 5%

激突

74ノヘ、

49る

飛来・落下

102人 6%交 通事故 (道路)

6人

296

高温・低温物

との接触

15人 4%

転任l

20人 7%
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事故の型別労働災害発生状況 (製造業)

動作の反動

無理な動作 その他 ]]人 3%
崩壊・倒壊

20人 1%
2

激突され 17人 5%

崩壊・倒壊 2人 1%

事故の型別労働災害発生状況 (建設業 )

動作の反動・無理な動作

交通事故 (道路)、
10人 4% その他 4人 1%

10人 4%

高温・低温物

との接触

3人 ]%

任」壊・崩壊

5人 2%

激突

17人 50/0

飛来・落下

23人 7%

腰
臥
物

建設業計
273人



]4 起因物別発生状況 (全産業・製造業・建設業)

起因物別労働災害発生状況 (全産業)

その他 ]49人

996

起因物別労働災害発生状況 (建築業)

起因物別労働災害発生状況 (製造業)

競
は
降荷

以
％

物質材料

125人

7%

環境 ]5人

69る

荷

5人 2%

その他 10人

496

:::::::::::::::::::::::

1111::111::::::::::::::::::::::

‡蒻麟鐵鞣 :
開は

全

１
，

覇 環境

]臥
1'セ

物質材料

30人 11%

建築業計

273人

瑯
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15 交通労働災害業種別発生状況

40

35

30

25

20

15

10

5

0

(人 )

180

160

140

120

100

80

60

40

20

0

製造業 建設業 運輸交通業  商業  金融広告業 通信業 保健衛生業 接客娯楽 その他の事業

交通労災 (休業4日以上)

18年

同 交通事故 (道路)

(体業4日以上)

/稜
2

]ル4f14＼γ  ｀
＼稗

=11お
ノ

ア

―
道路

― その他

2     2_____慮
L____義鮭ヽ_  Q   上    ⊇

15年 16年 1フ年 19年
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第三 業における労働災害発

2000

1500

1000

500

0

(%)

480

460

440

420

400

380

360

340

Eコ 第二次産業以外

国 第三次産業

15年 16年    17年     18年    19年    20年    21年

全産業のうち第三次産業の害」合

18年 19年 20年 21年

22年 23年 24年

23年15年 16年 17年

ツ
れるδ―‐

●
453

/
フ
／

ｎ
Ｕ

つ
０

庶
/た ギ

師
3617

1〈 )ン

11-´

「

370
-0-

=/374

全産業 1,999 1,961 1,900 1,990 2.025 |.871 1,741 1,773 1,794 1,679

商業 248 233 272 250 247 227 250 282

金融広告業 24 17

映画・演劇業 0 0 1 0 1 3 0

通信業 6 11 46

教育研究業 11 ll 7 9

保健衛生業 136 142

接客娯楽業 142 155 142 142 147 125

清掃。と畜 84

官
/AN署 2 0 4 2 1 l

その他の事業 64

第二次産業 計 725 790 777 741 795 825

第二次産業の割合 3670/O 370% 374% 397% 3915% 41.5% 426% 448% 460% 453%

第二次産業以外 11265 11236 1,189 1,204 1,226 1,094 1,000 978 969
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画
『

覇敵の型Ell発生状況 (商業0保健偉i生業・接客娯楽業)

事故の型別労働災害発生状況(商業)

その他 ]0人 4%

高温・低温物
との接触

6人 3%

切れ こすれ

]9人 8%

動作の反動

無理な動作
24人 10%

はさまれ。

巻き込まれ

19人 8%

その他 9人 5%

崩壊・151壊

3人 ]%

交通事故 (道路)

7人 4%

高温・低温物
との接触
3人 2%

切れ ,こすれ

1人 1%は
さまれ・

事故の型別労働災害発生状況 (接客娯楽業) 巻き込まれ

激突され

5人 2%
飛来・落下

7人 3%

激突

7人 3%

激突

5人 4%
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殿
臥
賜

その他 3人 2%
6人 激突され
3%  ]人

10/0

飛来・落下

5人 3%

交通事故 (道路)

3人

296

高温・低温物

との接触

]1人

896

はさまれ・

巻き込まれ

2人

崩壊・任」壊
1人 ]%

磁 張

"
崩壊・lEl壊

2人 2%

商業計

240人

事故の型別労働災害発生状況 (保健衛生業)

無理な動作

17人 13%

接客娯楽業計

134人



18 起因物男」発生状況(商業0保健衛生業・接客娯楽業)

起因物別労働災害発生状況 (商業)

環境

]♀傷＼
その他 ]4人

69る荷

]6人

4%

物質材料

]]人

59る

起因物別労働災害発生状況 (保健衛生業)

動力機械 ]人 1%

械鵬
臥
賜

運
　
　
ヽ

環境

15人― ＼

69る

荷

3人 2%

物質材料

4人

29る起因物別労働災害発生状況 (接客娯楽業)

その他

保健衛生業計
169人



19 事故の型別発生状況(小売業・医療保健業0社会福祉施設飲食店)

事故の型別労働災害発生状況(小売業)

その他 7人 4%
動作の反動

無理な動作
23人 12%

高温 低温物

との接触

6人 3%

事故の型別労働災害発生状況 (医療保健業)

その他 5人 7% 墜落 転落 5人 7%

切れ こすれ

15人 8%
はさまれ

巻き込まれ
16人 8%

交通事故 (道路)

6人 6%

高温 低温物

との接触
3人 3%

切れ こすれ

1人 1%

激突
6人 3%

激突され

4人 2%
飛来 落下

4人 2%
崩壊 任」壊
2人 1%

事故の型別労働災害発生状況 (社会福祉施設)

その他 4人 4%

交通事故 (道路 )

1人

1%

緞
駄
％3人

49る
れ知

臥

％

激
飛来 落下
1人 2%

崩壊 任l壊

1人 2%

その他 2人 4%

はさまれ

巻き込まれ

2人 2%

飛来

落下
3人 3%

激突
1人 2%

飛来 落下

2人 3%
崩壊 任」壊
1人 2%
激突され

]人 2%
はさまれ

巻き込まれ

2人 3%

事故の型別労働災害発生状況 (飲食店)
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起因物別発生状況(小売業0医療保健業0社会福祉施設0飲食店)

起因物別労働災害発生状況 (小売業)

環境

荷  7人 、

9人  4% 「

――― その他 12人

69る

5%｀

物質材料
8人 4%

環境
3人 3%

荷 2人 2%――~/

物質材料――~/
2人 2%

動力機械 1人 1%

/_運搬機械 7人 7%

環境

4人 一――、、、
69る

荷

1人 1%

起因物別労働災害発生状況 (医療保健業)

運搬機械

「 2人 3%装置等
4人 6%

物
が牝/

39る

起因物別労働災害発生状況 (飲食店業)

へ
鵬
伏
％
荷

1人 2%

起因物別労働災害発生状況 (社会福祉施設)

「
動力機械 3人 5%

ポ
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災害程度別労働災害発生状況 (平成23年 )

製造業

鉱業

建設業

運輸交通業

農林業

畜産 水産業

商業

保健衛生業

接客娯楽業

0 100

饉:議議猿奪:饉:簸鰺議職麟:競議1禁爾

瘍
]
l

赳

一
饉難難祠

魃

■引
国

―
■ 4日以上2週未満

国 2週以上 1月未満

踵 1月 以上3月未満
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輻
∃
圏

□ 6月以上

国 死亡

■国渕鰈

:購灘 1

躙

黎
]

圏

懸糠構艤 爾難難‡懸議議畿:繭繭
魃

魃
]

懸難轟鐘轟難難警議繭鷲難爾

鶉
隋

:

な 観
靱

襴
]

:

その他

50
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の統計

]労 働災害とは、

(1)労働災害の定義

労働災害とは、労働安全衛生法上、「労働者が業務に起因して負傷し、疾病に罹り又は死亡すること」

と定義されており、別の言葉で定義すれば「労働契約又は雇用契約に基づき、事業主の支配下又は管理

下にあることによる危険性が実現化したと経験上認められること」です。正確には、以下の 4つの条件

を満たす事故のことをいいます。

ア 災害 (負傷、疾病又は死亡)が発生していること

イ 被災者が労働者であること (労働者性)

労働基準法上の労働者とは、事業主との間に労働契約を締結し、事業主 (又はその代理人等)との

間に使用従属性が認めらねる者のことです。具体的には、下記の①が認められる者が労働者となりま

す。より詳細には、②から⑦までは認められれば労働者性が認めらねやすくなります。1人親方の災害

は、労働災害には集計しません。

① 労働時間、出来高等によって定まる「賃金」が支払われること

② 働く場所、時間、作業方法等の仕事のやり方の最終的な決定権を事業主が有すること

③ 事業利益 不利益の危険は、基本的には事業主が負うこと (事業主の利益、不利益によらず、一

定の計算方法で定まる賃金が支払われること。なお、事業利益 不利益により手当金の額が変動す

ることは含まれない)

④ 指示された仕事を、自由に (事業主の許可を得ず、自己の資金で)社外の者に請け負わせること

ができないこと

⑤ 使用者からの個々の仕事の指示を原則として拒否できないこと

⑥ 仕事の場所、機器、設備等 (資金)を事業主の倶1が提供すること

⑦ 他の労働者に比して、報酬が極端に高くないこと

ウ 災害の原因となつた事実が業務であること (業務性)

業務の有無は、たんに勤務時間中の災害かどうかだけで決まるものではありません。勤務時間の中

であつても、本人又は事業主の私用のための行為中や、レクレーション等の準備中の事故等は、原則

として業務性が否定されます。一方、勤務時間外の災害でも業務性が認めらねる場合があります。業

務性の判断には、災害に遭遇した際の行為が事業の遂行に必要かどうかが重要となります。

なお、通勤途上の通勤時の災害は「通勤災害」であり、労働災害には集計しません。

工 業務と災害の間に因果関係が存在すること (業務起因性)

業務起因性とは、業務と災害との因果関係のことです。その業務をしていねば、そのような災害に

遭うことがあると経験的に考えられれば、業務起因性が認められます (相当因果関係説)。 業務起因性

が認められる前提要件として、業務遂行性という概念がありますが、これは、「労働契約に基づいて事

業主の管理下又は支配下にあること」で、事業場での通勤中、事業場内での休憩中等、出張中の 3つ

の型があります。

(2)職業性疾病とは

労働災害のひとつである職業性疾病とは、業務に起因して疾病に罹患することで、その範囲は、労働

基準法第 75条第 2項により、同法施行規貝」第 35条 (別表 1の 2)に定めてあります。具体的には、

次の疾病をいいます。

ア 業務上の負傷に起因する疾病

例 :災害性の腰痛 (いわゆるぎっくり腰などで、打ち身による腰痛は除かれます)、 負傷による疾

病、異物進入による眼疾病

イ 物理的因子にさらされる業務に起因する疾病

lal i騒 音による難聴、暑熱な場所における熱中症

ウ 身体に過度の負担がかかる作業態様の業務に起因する疾病

例 :振動工具による振動病、頸骨腕症候群
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化学物質にさらさねる業務に起因する疾病

例 :酸素濃度の低い場所における業務による酸欠症

粉じんを飛散する場所における業務によるじん肺症又はその合併症

細菌、ウィルス等の病原体にさらされる業務に起因する疾病

例 :屋外業務におけるつつが虫病

がん原性物質等にさらさねる業務に起因する疾病

前各号に掲げるもののほか厚生労働大臣の指定する疾病

その他の業務に起因することの明らかな疾病

2 労働災害統計にお 1す る業種分類

労働災害に限らず、労働基準関係の統計の多くは、業種分類に、労働基準法別表第―の分類方法を用いま

す。これは、労働基準法をどのように適用するのが妥当かという観点からの区分なので、通常用いられる業

種分類とは大きく異なつています。lalぇ ば、「製造業」と「映画 演劇等の興業」、「教育・研究・調査業」

等が大分類として同格に扱われ、また、製造業に「電気・ガス 水道業」、「クリーニング業」等が含まれる

ことなどです。

また、業種は事業場ことに決まりますので、単一企業の 2つの工場が、異なる業種に分類されることがあ

り得ます。そのため、工場、出先が本社と業種分類が異なることがあります。

一方、バン 菓子を製造して販売する事業場のように、複数の業種に分類さね得る場合がありますが、こ

の場合はどちらか主な業種で分類します。

3 労働災害の型について

労lll災 害の型とは、労働災害の原因の分類手法です。被害の原因の分類手法ではありません。例えば、高

所での有機溶斉1の吹き付け作業で、有機溶斉」に中毒して意識を失い、水槽へ墜落して溺死した場合は「有害

物等との接触」に分類されます。

以下、一般の方からの質問の多い災害の型をしヽくつか説明します。

(1)墜落 転落……高所からの労働者が墜落又は転落することです。

(2)飛来・落下………他所から飛来又は高所から落下してきた物が労働者に当たることです。労働者が落下

した場合は「墜落 転落」です。

(3)激突され…………労働者が、伐任」木に激突されたり、移動式クレーンの上部構造物に激突さねるなど、

物体に激突さねることです。

(4)激突  ……………労働者が物にぶつかることです。労働者が歩行していて梁にぶつかった場合などをい

しヽます。一方、工場内でフォークリフ トを運転していて建築物等に激突した場合は、

交通事故に分類します。

4 労働災害の起 EAIl物 について

労働災害の起因物とは、その災害の原因となった物のことです。労働者を傷つけた4/2(加害物)と は必ず

しも一致しません。ttlえ ば、足場から墜落し、道路の石に激突して負傷した場合は、足場 (仮設・建築・構

築物)が起因物であり、道路の石 (環境等)は加害物となります。

以下、一般の方から質問の多い起因物をいくつか説明します。

(1)仮設 建築 構築物…足場、構台、建築物等です。

(2)動力運搬機… … ………トラック、ダンプカー、フォークリフト、ベル トコンベア、貨車等です。

(3)環境等……………  … 地山、岩石、異常環境、高温 低温環境、立木、川、池、海、蜂 ヘビ等です。

(4)荷… … ……………………荷姿をした荷物です。運搬途中のものでも荷姿をしていなければ荷にはなりま

せん。

乗物……………………………乗用車、単車などいわゆる交通機関です。

動作の反動………… ……被災者の動作の反動であつて、他人のlll作が原因になつている場合は含みません。

5「労働者死傷病報告」と「労災給付データ」

厚生労働省が発表する「体業 4日 以上の死傷災害」の件数は、労働者死傷病報告によるものと労災給付デ
ータによるものの 2通りがあります。労働者死傷病報告とは、労働安全衛生法に基づく事業者から労働基準
監督署への報告で、体業災害が発生した場合に報告が義務づけられています (3日 以内と4日 以上で様式等
が異なります)。 一方、労災保険業務で新たに体業補償 (労災保険の体業補償は、体業 4日以上の災害の場

合に支給される)の決定を行つた件数が労災給付データです。この 2つによる体業 4日以上死傷災害件数は、

出張災害等で計上する場所が異なる等の理由により、必ずしも一致しないのが普通です。

通常、体業 4日 以上の死傷災害件数という場合には労災給付データを指しますが、労災給付データは詳細
な分析に向いていないため、詳細な分析を行う場合には、労働者死傷病報告を用いることが多くなつています。
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業種別適用事業場数 0適用労働者数

熊本県内業種別事業場数 (全数59,379事業場)
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熊本県内業種別労働者数 (全数613,534人 )
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事業場数 5,68] 6,378 |,386 21,238 1,807 4.823 7,071 9,378 59,379

事業場数
比 率

96% 01% 1070/0 230/0 020/0 120/0 3580/0 300/0 8]% 119% 13% 1580/0 10000/0

労働者数 101,818 41,093 28,8]4 1,346 4,743 ]49,315 ]7.584 103,]]3 57,315 11,878 96,021 613,534

労働者数
士ヒ  コド

]66% 01% 67% 47% 02% 08% 243% 29% 168% 930/0 19% ]570/0 1000%

(平成21年事業所 企業統計調査に基づく)
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